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第5１回テーマ「生活保護制度」は是か非か 
【解 説】 

 生活保護とは、日本国憲法第25条の理念に基づき、国が生活に困窮する全ての国民に対し、

その困窮の程度に応じて、必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立

助長を目的とするものである。 

日本には、生活困窮に陥った際に適用される制度として、３つのセーフティーネットと呼ば

れる支援策がある。第１のセーフティーネットは、失業した場合に生活費の心配をせずに求職

活動ができる雇用保険制度。第２のセーフティーネットは、就業支援を目的に生活資金や住宅

入居費などの貸付け・支給などを行う支援制度。そして、第１、第２のセーフティーネットか

らもれた場合に適用される第３のセーフティーネットが「生活保護制度」となり、最後の救護

策とも言われている。 

現在、生活保護の受給者数は、約２１６万人（平成26年4月現在）で、年々増加傾向にある

が、その背景には、自分自身の努力によっても雇用は安定せず、貯蓄は目減りし、家族や親族の

支えも期待できず、生活するに十分な給付が準備されているわけではないワーキングプア世帯や、

生活基盤の弱い高齢者や母子世帯などの生活困窮者が著しく増加していることが予想されるが、同

時に、数多くの生活困窮者がこの制度で救われたであろう事も推測できる。 

また、生活度保護の適用外であるのに不正に給付を受ける「不正受給」、利用できる要件はある

のに受け付けられずに、病死や餓死などに至る「給付漏れ」、生活困窮者に生活保護を受けさせ、

保護費を搾取する「貧困ビジネス」などの問題も起きている。 

さらに、就労による「経済的自立」の支援を重視するあまり、給付された保護費の適正な使い道

を指導するなどの「生活面の自立」の支援が十分に行われていない事でも、様々な問題が生じてい

る。真に「生活保護制度」が必要な生活困窮者に対して、本制度が適正に運用されるためには、今

後、解決すべき課題も多く存在するようである。 （事務局・観）

＝ディベートを行うに際して、その論点・争点がそれることなくうまくかみ合わせる 

 ことを目的に、各チーム協議のうえ以下のとおり定義・確約事項を決定した。＝ 

【定 義】 

日本の現行の生活保護法に基づく、生活保護制度とする。 

【確約事項】 

①法律論に深入りしない。 

②医療扶助、生活扶助、住宅扶助、介護扶助の４つの保護種類に限定する。 

③介護が必要な高齢・障がい者についての保護の必要性等については議論しない。 

 ④海外の事例は紹介程度とし、議論はしない。 

ディベートとは、決められたあるひとつのテーマ（論題）をめぐって、２つに編成された 

チームの間で、一定のルールに従って繰り広げられる討論(知的格闘技)のことである。 

日 時：平成２７年３月５日（木)  午後７時半～午後９時半 

場 所：沖縄市社会福祉センター２階会議室 

問合せ：沖縄市社会福祉協議会 TEL９３７－３３８５ 

申し込みは必要ありませんので、どうぞご自由にご参加ください。 


